
特集・都市エネルギーの諸問題

都市の熱エネルギー問題と

公害対策

一市民討議集会仮想録音から一一

助川信彦

目次

■I 電力と発電所問題

２一石炭の利用問題

３一石油閻題と総量規制

4廃棄物利用

２

とき　　1974. 6.―　　18.00～21.00

ところ　Ｑ区公会堂

参集　　市民及び市当局，司会者，助言者ら300人

プロローグ

司会者Ａ　消費は美徳，お客さまは王様などとい

われて，品物が豊富に出廻っていた時期は過ぎ

て，昨冬の石油危機以来，物不足，物価高に庶民

はキリキリ舞いをさせられた。市民生活を左右す

る熱エネルギーの問題にしても,常に受け身の立

場で苦しめられるのが庶民である，今夜は，熱エ

ネルギーや光熱費の問題を中心に，これと不可分

の関係心ある公害対策にもふれて話し合ってみた

い。

助言者Ｂ　これまでＯ市民生活意識調査をみて

も，物価と公害についての悩みはいつも上位を占

めてきた。新しい問題として今度物不足が加わっ

て，狂乱物価の状態をひきおこし，一方では公害

対策緩和ムードがでている。

国際情勢からふれてみると，中東紛争に悩んだア

ラブ諸国等が連合して，産油を武器に主要な輸出

さき大国に政略的な働きかけをした。その背後で

国際石油資本＜メジャー＞も何らかの役割を果た

したようである。いずれにせよ弱くなっていたア

メリカドルの値打ちが石油危機の結果，強さをと

り戻したことは事実である。国内資源に乏しいか

が国の場合，産油国とメジャーに供給を停止され

たり，削減されるとお手上げである，そこで，三

本副総理の中東訪問，その他の働きかけによっ

て，原油の輸入については，引続き産油国の協力

が得られることになったものの，その価格は一昨

年末に比し約４倍に高騰した。戒能通孝氏は，す

でに昭和45年に「日本の高度経済成長はメジャー

に奉仕する手段であった。」ときめつけている



が，これまでのわが国の経済成長がアラブの廉い

石油にささえられてきたことにはまちがいない。

＜つけ加えていうならば，その石油には多量の硫

黄分か含まれていたのであるから，その規制をお

ろそかにした工業生産の増大は，経済大国化とと

もに公害大国化をももたらしたのであった。＞と

にかく今度の石油危機は，わが国の政治経済上の

構造的矛盾を一挙にあらわにしたもので，当面の

対応策は講ずることができたとしても，抜本的対

策はかなり困難であるうといわれている。国は，

国民生活安定法等を制定し，トイレットペーパー，

ちり紙などの標準価格制を打ち出し，石油需給適

正化法や電気事業法にもとずいて，燃料の量的消

費規制に乗り出したが，本年六月から平均60％に

及ぶ大幅な電力料金値上げをスタートさせ，一方

では価格凍結品目の解除や標準価格の撤廃などを

定めている。しかし，エネルギー高価格時代にお

ける日常物資の価格体系をどうするべきかについ

ての国民的合意はまだ固まっていない－とみて

差支えない。

1 一電力と発電所問題

Ｃ夫人　去年ガス料金が値上げされたばかりなの

に，今年は電気料金が値上げされた＜表－1＞。

表－１　電気料金とその値上げ率＜昭和49年６月１日実施・東京電力ＫＫ＞

料金単価

丿直上げ率
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何でも値上げで家計は苦しくなるばかりよ。ちり

紙，洗剤，灯油が出廻るようになったのはいいけ

ど，物価高は進むばかりじゃないの。

Ｄ氏　今度の電気料金は, 2DK住まいの４人家

族で照明用や電気機具をふつうに使えば，1ヶ月

120キロワット時におさまるという見方をしてお

り＜表－2＞，私どもの生活に必要な最低量につ

いては，かなり値上げ幅をおさえてあるようだ。

具体的には１ヶ月の電力量が120キロワット時な

らば， 旧料金にくらべ大体15パーセント以下の値

上げにとどまり，それを越えても値上げ幅は30パ

ーセント前後だ。業務用や大口電力は旧料金の80

～90パーセントの値上げになる。

東京都区部についての総理府統計局の家計調査に

よれば，家庭電気の使用量は最近10年間で２倍に

増えているが，家計費に占める電気料金の割合は

1.7パーセントぐらいだという＜表－３＞。石油

値上がりの影響で原価があがっているのだからあ

るていどやむを得ないと思う。

Ｃ夫人　これまでも大企業の使う電気やガスは大

量に使うのに廉価で，家庭用はほんのわずかなの

に高価だった。新旧の率の比較だけでは理解でき

ない。大企業優先の生産増強政策をスリーダウン

させて，市民福祉優先の料金体系を確立して欲し

い。私たち市民の台所を守ることが都市自治体の

役目ならば，市長さんにも何とか考えて欲しい

わ。

Ｄ氏　それはムリというものだ。電気やガスの料

金は，政府が直接決定する仕組みになっていて，

知事や市長には全く発言権がないのだ。

C夫人　その仕組みがおかしいといっているの

よ。

E夫人　賛成だわ。わたしは，根岸のＬＮＧ発電

所をみたことがある。あそこにはアラスカやブル

ネイから天然ガスを超低温＜マイナス162度＞に

して液状とし，専用のタンカーで運んできて，海

４

水をかけて暖めガスにもどして，発電に使った

り，都市ガスとして供給したりしているのよ。天

然ガスが燃えているところを見たが，青く透き通

ってほのおがとても美しかったわ。ススもでない

し，亜硫酸ガスもゼロだということだった。この

ごろ問題になっている窒素酸化物にしても，重油

を焚いたときにくらべると，はるかに少ないとい

う話よ。これはかれこれ10年ほど以前に，根岸の

工業地区が造成されていたころ，地元の人たちが

公害を心配して運動を起したので，市長さんが会

社にかけ合ったり，政府に交渉したりしたため

に，会社側では重油を燃料に使うことを断念し

て，液化天燃ガス＜ＬＮＧ＞を輸入して使用する

ことになったということよ。このごろでは千葉県

にも天然ガスを使う発電所やガスエ場ができたら

しいわ。Ｄさんは，市長さんには何の発言権もな

いといったけど，10年も前からちゃんと発言して

意見を通した例かあるじゃないの。

Ｄ氏　そんなに責められても困る。しかし，それ

は公害問題，これは電気料金問題だ。ちがうでは

ないか。

Ｃ夫人　ちがわないわよ。基本的に共通だと思う

わ。

司会者Ａ　待って下さい。他に意見はないですか。

Ｆ氏　只今話のでた液化天然ガスによる発電所の

出力は115万キロワット，根岸には政府出資の電

源開発KKの石炭火力もあって出力は53万キロワ

ット，そ心ほか鶴見の石油火力は122万キロワッ

ト余，横浜市域の合計出力は290万キロワット余，

県下火力と水力を合せた総出力＜表－４＞約750

万キロワットの三分の一を越えている。今度の石

油危機にさいして考えたが，電力用燃料が単一で

なく，市域では天然ガス，石炭，石油と多様であ

り，北からも，南からも燃料が送られてくる現況

は，万一の場合にもそのうちのどれかで補い易

く，市民にとっても有利な条件だといえる。な



表－2 家庭用電気機器の１ヶ月平均使用電力量　＜昭和49年５月・通産省資料＞

※　照明用のモデルワット数：白熱灯＜台所＞６０ＷＸ１，けい光灯＜居間＞３０ＷＸ２

　　　　　　　　　　　　　　スタンド用けい光灯20WX 1,その他＜玄関，風呂場，便所等＞

表－3　電気料金の生計費に占める割合く東京区部＞

＜注＞　１軒当たり平均使用量には都下を含む。＜総理府統計局「家計調査報告」＞
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表－４　神奈川県域発電所一覧　＜神奈川年鑑・1974＞

※は横浜市域

お，極端に電力を切りつめる必要を生じたような

場合には，県営の城山水力発電所の25万キロワッ

トなども，県民にとっては頼みとすることのでき

る電源のひとつといえよう。

E夫人　電気や都市ガスの供給事業は，公益事業

とされていて，特別の法律によって，その独占的

な経営が認められているのだから，市民サービス

本位の経営に徹して欲しい。今夜のような集会に

は進んで出席して，私たちの声を聞いてもらいた

いわ。公害対策だけでなく，住民の自治の活動を

理解し積極的に参加してくるような企業になるべ

きだわ。

２ 石炭の利用問題

Ｇ夫人　わたしは高島貨物線の沿線に住んでいた

ころ，蒸気機関車の石炭のばい煙にさんざん悩ま

されたの。市役所にも手伝ってもらって，何年も

つづけて国鉄にかけ合って，やっと電気機関車や

ディーゼル車に切り代えさせた。燃料事情によっ

ては，また石炭焚きの汽車が走るのかしら。

Ｈ氏　そんなことはないと思う。石油危機以来，

石炭が見直されていることは事実だ。全国で昭和

48年には2,100万トンの石炭が生産されている

＜表－５＞。昭和35年ごろは5,200万トソ以上が

堀り出されていたが，そのころ，アラブで産油量

が飛躍的に増大し，石油の値崩れがおこった。そ

の煽りをうけてわが国の炭鉱業は石油に追われる

立場となった。三井三池炭鉱争議もそのころ起っ

たのである。やがて閉山が増え，労働人口も減少

し，深刻な社会問題をひきおこした。昨今ようや

く石炭が息を吹きかえしたが，公害を発生するの

で，そのまま焚くわけにはいかない。最近では，

三井住友の両グループが石炭の液化やガス化の研

究開発にとりくんでいるようだ。つまり，液化変

性メタンガス＜ＬＳＭＧ＞の形でならば,LNG

を運ぶようにタンカーで輸送できて利用に便利

６



表－５　石炭産業の推移と現状

＜注＞　①通産省調べ　②輸入量と閉山量の48年度は上期中のみ③エネルギー構成比は１次エネルギー供給に占め

　　　　る国内炭の割合。

だ。

E夫人　横浜の石炭火力発電所の使用量はどのく

らいなの。電源開発KKでは将来LSMGを使う

つもりがあるの。

F氏　まだ，そこまでは考えていないと思う。北

海道から根岸にもってきている石炭は，年間約

200万トンであり，日本の産炭量の10パーセント

だ。石炭のなかには重油ほどではないが，硫黄分

が含まれている。電源開発KKは政府出資による

法律で定められた企業で，国の石炭政策にそって

経営されている。地元の意識も高いし，市の公害

対策上の指導もきびしいから，かなりの公害防止

努力もはらってはいる。これまでの電気集じん器

のほかに，近く排煙脱硫装置の取りつけにもとり

かかるとのことだ。現在でも中区本牧や磯子区で

は亜硫酸ガスの環境濃度は0.０３Ｐ ＰＭ台で鶴見，

川崎からの風向のとき以外には問題は少ないよう

だが，大気汚染物質の排出総量を規制するという

方向で，国や県市の行政が動いているので，市民

の健康に全く支障のない状況にするためには，電

源開発KKのような大企業には，さらに一段の努

力が望まれるわけだ。

石油問題と総量規制

Ｇ夫人　最近の新聞によると，わが国の石油業界

が共謀して，ヤミカルテル行為を行ない，かねて

公正取引委員会から告発されていたが，このたび

検察当局が起訴にふみ切った。私ども庶民が物不

足で青息吐息のさ中に違法の行為をして巨利をむ

さぼっていたとは心外に耐えないわ。

Ｃ夫人　カルテルとは，どういうことなの。

Ｇ夫人　同じ商品を生産するいくつかの企業が価

７
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格や生産量を協定して市場を支配し利潤を確保す

るために結びつくことをカルテルという。わが国

では昭和22年に独占禁止法を制定して，このよう

な行為を禁止している。今度の石油各社に対する

起訴は，業界の生産調整の申し合せと価格カルテ

ルが公共の利益に反する行為とみられるためよ。

Ｈ氏　石油業界では，生産調整は通産当局の行政

指導に従ったまでだと弁解しているので，検察当

局でも通産省の当事者を呼んで事情を聞いたよう

だが，その点については判然としないままでの起

訴のようだ。ただ，私どもには通産当局と関係業

界の癒着的な休質が気になる。通産行政は多数の

国民の消費生活を保護するところに主眼を置いて

展開すべきだと思うのに，必要以上に当局が業界

の意向や協力に気を使っているように見える。石

油業界の反社会的行為については，司直の手で，

表－6　石油類屋外タンク貯蔵状況＜概数＞

十分真相を糾明するとともに，事件の背景，とく

に政府の産業政策の是正すべき点に関しても，で

きる限り明らかにして欲しいものだ。

Ｇ夫人　政府は石油業界に対する介入をこれまで

の行政指導の形ではなく，法律にもとずいて行え

るように新石油法を制定する意向をもっているら

しいわ。政府の手で原油を購入して備蓄しまた放

出もできるようにするとともに，生産調整も独占

禁止法の制約をうけずにやれるようにしたいとい

うことなのよ。だんだん国の統制がきびしくなっ

て，庶民の生活がますます締めつけられることに

なりはしないかと不安だわ。これまで18リットル

入り380円の家庭用灯油が標準価格の撤廃にとも

ない大きくはねあがるにちがいない。

Ｉ氏:　横浜市は石油の大量消費地だが，その精製

・貯蔵量も日本有数の地域だ。鶴見・神奈川及び

＜昭和48年10月末現在＞

＜注＞　横浜市調べ

表－７　横浜港における石油類輸移出入状況 ＜昭和47年＞　＜単位・/屁＞

＜注＞　入港タンカー隻数　＜外航45,597隻，内航44,861隻＞　横浜市調べ
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中・磯子の海岸沿いには1,353基のタンクがあっ

て，石油などの危険物が約761万キロリットルも

貯蔵されている＜表－６＞。　昭和47年中に横浜

港に入港したタンカーは，約４万5000隻で，約

3,000万キロリットルの原油と約700万キロリット

ルの重油，約200万キロリットルの石油製品が輸

入または移入されている＜表－７＞。防災につい

て関係当局の一層の努力が望まれる。

Ｊ氏　公害当局の話では，横浜市域では年間約

336万キロリットルの重油が燃焼され約156万トン

の石炭が焚かれているが＜表一８＞，大工場の40

社が大気中に放出する亜硫酸ガスは年間約５万

2,000トンであり＜表－9＞,その他の1,400事業

所＜中小企業の工場やビル暖房など＞の排出する

分は約6,000トン足らずだという。昭和45年以前

は，年間ほぼ10万トンを越えていたのを，年を追

って，9万トン，8万トン，5万7000トンと削減

して，冬季には大気汚染警報を出す必要はないと

表―9　横浜市における燃料使用量，いおう酸化物出量の推移

９

ころまで改善されてきた。しかし，市民の健康に

全＜心配のない状態にするためには＜図一１＞，

この５万7000トンをその三分の一ぐらいに抑えな

いといけないそうだ。そこで，亜硫酸ガス排出の

総量を規制することになって，それぞれの工場や

事業所に対して削減量の割当てが進められつつあ

る。総量規制を確実に進めていくためには，大工

場に対しては，硫黄分の多い重油を焚いて乱煙

のなかの亜硫酸ガスを取り除いてしまう装乱

「排煙脱硫装置」をとりつけさせることが必要

だ。すでに一昨年あたりから，アジア石油KK,

旭硝子KK，昭和電工KK，日清製油KK，三井

東圧KK,鶴見曹達KKその他の16工場がこの装

置を実用化していて，2パーセントぐらいの硫黄

分を含む燃料を焚いて, 95パーセントていどまで

亜硫酸ガスを除去している。現下の石油事情で

は，良質の燃料ばかりを手に入れようとしてもム

リだから，この装置の普及で対応すべきだ。中小

＜注＞　※印は推定値，＜　＞内は平均いおう分＜重量％＞，横浜市調べ



表－9①　大手40工場の燃料使用量，いおう酸化物排出量

表一9②　大気汚染防止法対象工場，事業場および施設数

＜注＞　横浜市調べ

図一１　いおう酸化物濃度経年変化＜導電率＞ は，重油ボイラーによる暖房をやめ，都市ガスに

切りかえた。その直後昨冬の石油危機に当面し

た。燃料費のコストアップを理由に渋った事業所

も多かったのだが，あのような状況になってみ

て，ガス化しておいてよかったと，公害当局はビ

ル管理者から感謝されたそうだ。ひきつづき，伊

勢佐木町や鶴見地区，戸塚地区等の工場，事業所

においてもガス化が実現する見通しだという。な

お，深夜電方の料金が廉かったところに目をつけ

て,蓄熱式のヒートポンプによる電気暖冷房を行

なっているビ夏季のルもあり，今後普及するもの

とみられる。

Ｅ夫人　亜硫酸ガス対策は理解できたが，

光化学スモッグ対策はどうなの。

Ｊ氏　光化学公害は。大気中の窒素酸化物や炭化

水素に紫外線があたってオキシダントという物質

が生成されて起るといわれている。これが，人の

目やのどを刺戟し，ときとして呼吸困難をひきお

企業やビル暖房の場合は，都市ガスに切りかえる

か，灯油を使わせることになる。現に横浜都心の

関内地区のビルの大半，32事業所と県市の健物
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こす。だから，根本的には窒素酸化物や炭化水素

の排出を規制しなければならない。光化学公害

は，自動車排出ガス汚染にもとずく部分が多いと

いわれ，日本版マスキー法といわれている規制に

よって昭和51年までには大幅な規制が行なわれる

ことになっていたが，最近は延期しようとする動

きもでていて，世論をもりあげて行く必要が感じ

られる。工場の窒素酸化物規制については，燃料

の改善や燃焼方法の改善によって減少が図られて

いるが，抜本的には排煙脱硝装置の技術開発を促

進して，その取りつけを行なうことで対処するこ

とになろう。

E夫人　お話をうかがっていると，今夏には間に

合いそうもないわね。埼玉県の知事さんは人口の

総量規制の必要性を述べておられるようだが，京

浜地区では工業生産そのものの総量規制や自動車

走行自体の総量規制を実施して欲しいわ。

二市では日本鋼管KKの京浜製鉄所の扇島移設に

さいして，きびしい公害規制の枠をはめた。この

移設は51年から53年にかけて行なわれる。日本鋼

管KKでは排煙脱硫装置を設けることにしている

が，その装置からは年間３万トソの石膏がとれる

ので，この石膏は建材に使うとのことだ。行政当

局の産業廃棄物規制は，年を追ってきびしくなる

から，各工場ではいや応なしに廃棄物対策にとり

くまないわけにはいかない情勢だ。その有効利用

も考えるべきだ。

４ 廃棄物利用

c央人　今度つくづく物の大切さを感じた。紙一

枚でもおろそかにしない節約を身につけて行きた

い。お金さえ出せばなんでも手に入るという考え

は捨てて，こわれた器具は何度でも直して使うよ

うにしたい。横浜市の清掃工場ではひところごみ

のカロリーがダウンしたそうよ。紙類の混入率が

落ちると，ごみの燃えがわるくなるらしい。

H氏　旭区の清掃工場をみたが，公害防止に万全

を期するとともに，高熱蒸気を温水プールや老人

のための保養施設に供給しており，すばらしいと

思った。港南工場では自家発電を計画しているら

しい。これからは，マイナスからプラスを生ずる

ような方法をくふうしていく必要がある。廃棄物

を再生して資源としてものを生産することを考え

るべきだ。今から４年前に神奈川県と横浜，川崎

助言者Ｂ　さきほどからの話合いから考えられる

ことは，少量しか消費しない庶民のところにまつ

さきに皺よせのくることが問題だ。今後，都市自

治体は市民保護の立場から都市政策としてエネル

ギー問題をとりあげて行く必要がある。さしあた

り，自治体は中央に対する発言を強めて発言権を

相手に認めさせるようにすべきである。政府が産

業保護を優先してエネルギー政策を展開する態度

を改めなければ，市民とともに戦う姿勢が必要

だ。また，電力や都市ガスの料金体系を国がまと

める場合には，そのコスト形成について自治体の

意見をとり入れさせるよう働きかける必要かお

る。防災や公害対策，廃棄物処理とエネルギー問

題との関連を考えてみて乱　これまでのように，

エネルギー問題を中央集権的な休制下におくこと

には，再検討の余地がある。

もとより，エネルギー問題は，国際的な動向にも

左右されるし，わが国の産業構造ともかかわりは

深いのであるが，今や一面においては，地域住民

の意向や志向も無視できない力となりつつある。

発電事業やガス事業などの一部を自治体が経営す

るケースをふやしていくことによって，災害時に

エピローグ
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は現地的な対応ができて，庶民の福祉確保上有利

であろう。廃棄物再利用技術の開発とその実用化

の進展を契機として，エネルギー政策に関しても

地方分権化を求める声が高まるのではあるまい

か。

司会者Ａ　今夜は皆さんといっしょに身近なエネ

ルギー問題をめぐって話し合い考えさせられるこ

とが多かった。さらに，機会を得て今夜の話し合

いを深めることにしたい。

＜公害対策局長＞
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